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ソフト開発事業、システムインテグレーション事業、データセンター
事業

当社グループ事業のご紹介 （ＩＳＰブランド）

ＳＩＳ事業（情報サービス事業）

ＣＡＴＶ事業

ＣＳ事業（通信サービス事業）

ＣＡＴＶ放送、ＣＡＴＶ網によるインターネット・電話などの情報通信サービス
の提供

インターネットサービスプロバイダ、通信キャリアとしてＡＤＳＬホール
セール及び芯線貸し、データ伝送サービスの提供
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平塚

大阪

246

200～300芯（ＴＯＫＡＩ）

中央ルート 200芯(ＴＯＫＡＩ)

東名ルート 300芯(ビック東海)
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100芯（ＴＯＫＡＩ）
100芯（ビック東海）

中継局

中継局候補地

名古屋１

総和

横浜

大宮

草加
世田谷

ＴＯＫＡＩグループの光ファイバーネットワーク

大垣

光ファイバー幹線２ルート化
■ ＴＯＫＡＩグループ所有ネットワークの全てのエリアにおいてループ化（冗長化）

を実現し、信頼性・安全性の向上によりキャリアとしての競争力を強化

■ ネットワーク強化による第２データセンターの競争力向上

事業の拡充・収益力の向上

データセンター事業拡大に貢献

第２データセンター

厚木
御殿場

光ファイバー幹線図

名古屋２

2000年～2008年3月完工 幹線 1,946 km

（参考）2008年10月以降敷設予定

支線 572 km
ＣＡＴＶ光幹線 862 km

3,380 km2008年9月末 敷設総距離

※ 支線・ＣＡＴＶ光幹線は、図上の表示を省略しております。

※

大手町
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当社ＦＴＴＨサ－ビスについて （ＩＳＰブランド）

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ

ＣＡＴＶ光幹線網と各家庭までの

光アクセス回線を自社で保有し、

ＮＴＴと同様の超高速インターネット

及び光プライマリー電話等の

サービスを行う

ＮＴＴやＫＤＤＩなど通信キャリアと

プロバイダーとして接続し、超高速

インターネットのサービスを行う

（東京、神奈川、埼玉、千葉の関東エリア）

ＩＳＰとしてのＦＴＴＨ
（ＣＳセグメント）
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１．２００９年３月期 上期決算

２．２００９年３月期 通期業績予想

３．中期業績見通し（概算）
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１．２００９年３月期上期決算の総括

（単位：百万円）

実績 公表値 前年同期 公表比 前年同期比

売上高 18,243 18,530 16,882 98.5% 108.1%

営業利益 1,648 1,580 1,728 100.4% 95.4%

経常利益 1,501 1,420 1,665 105.7% 90.1%

当期純利益 793 700 749 113.4% 105.9%

１株当たり純利益 19.9円 17.46円 18.71円 114.0% 106.4%
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１．２００９年３月期上期 セグメントの業績

（単位：百万円）

CATV事業 CS事業 SIS事業 その他
消去又は

全社 連結

売上高 6,251 6,960 5,097 13 △ 78 18,243
（前年同期比） (108.0%) (110.3%) (105.9%) (65.5%) ー (108.1%)

営業利益 590 1,337 203 11 △ 494 1,648
（前年同期比） (85.2%) (121.1%) (50.6%) (98.8%) ー (95.4%)

経常利益 1,501
（前年同期比） (90.1%)

当期純利益 793
（前年同期比） (105.9%)

１株当たり純利益 19.9円
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売上高：18,243百万円
（前年同期比1,360百万円増 108.1％）

【セグメント別内訳】
ＣＡＴＶ：6,251百万円（ 463百万円増 108.0％）

ＣＳ ：6,960百万円（ 651百万円増 110.3％）

ＳＩＳ I|：5,097百万円（ 283百万円増 105.9％）

＊ （ ）は前年同期比

CATV
5,787

CS
6,309

SIS
4,814

CATV
6,251

CS
6,960

SIS
5,097

（単位：百万円）

16,882 18,243

■ 要因説明
ＣＡＴＶ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの普及拡大。

ＣＳ 関東を中心としたＩＳＰ事業のＦＴＴＨ顧客の大幅な増加。

ＳＩＳ ストックビジネスの増加によりソフト受託開発案件の受注減少をカバー。

08/3 上期 09/3 上期
※各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高が含まれております。

１. ２００９年３月期上期 セグメント別売上高
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営業利益：1,648百万円

【セグメント別内訳】
ＣＡＴＶ： 590百万円（ 102百万円減 85.2％）

ＣＳ ：1,337百万円（ 233百万円増 121.1％）

ＳＩＳI  I ： 203百万円（ 198百万円減 50.6％）

＊ （ ）は前年同期比

CATV
691

CS
1,104

SIS
402

CATV
590

CS
1,337

SIS
203

（単位：百万円）

1,728 1,648

■ 要因説明
ＣＡＴＶ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの戦略的投資及び営業体制強化により償却費及び営業費用が増加。
ＣＳ ＩＳＰ顧客件数の大幅な増加及び通信キャリアとの連携強化による大幅な増益。
ＳＩＳ ソフト受託開発の利益率の低下及び第２データセンターの稼動による償却等運用費用

の増加。

08/3 上期 09/3 上期

１. ２００９年３月期上期 セグメント別営業利益
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■戦略的設備投資

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ他 １８億円

ＣＳ ＴＯＫＡＩ関東伝送設備の譲受 ８億円

通信設備 ５億円

≪主な投資内容≫

１. ２００９年３月期上期 設備投資

注）前年同期と比較するためリース投資及びその影響は含めておりません。

（単位：百万円）

前年同期 当期 前年同期比

設備投資額 2,788 3,361 573

減価償却費 2,077 2,265 188
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0

5,000

ＥＢＩＴＤＡ

■ 前年同期比８．４％増（３億円）

前年同期比
８．４％増

（単位：百万円）

＊当期につきましては、リース会計に伴う影響を考慮しております。

0

5,000

経常利益

1,655

減価償却費、
支払利息他

2,189

2,407

1,5011,420

ＥＢＩＴＤＡの内訳

09/3上期実績08/3上期実績

リース会計による影響額
260
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２００９年３月期通期業績予想
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（単位：百万円）

予想 前期 前期比

売上高 40,250 35,089 114.7%
営業利益 4,620 4,371 105.7%
経常利益 4,280 4,223 101.3%
当期純利益 2,480 2,333 106.3%
１株当たり純利益 61.87円 58.23円 106.3%

２００９年３月期通期連結業績予想

08年5月公表数値との変更はございません。
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２００９年３月期 営業利益の達成見通し

09/3上期実績08/3上期実績 09/3通期（見通し）08/3通期

CATV
691

CS
1,104
SIS
402

CATV
1,393

CS
2,726

SIS
1,183

CATV
590

CS
1,337
SIS
203

1,728 1,648

4,371 4,620

注）グラフには消去又は全社の影響を含めておりません。

■ CATV ＦＴＴＨの獲得について上期はＣＡＴＶインターネット加入者からの移行が多いが、

下期は新規加入者の獲得を積極的に展開していく。

■ SIS 下期は、第２データセンターを活用したアウトソーシング案件の増加及び

ＥＡ事業での薬品関連・物流等、開発案件の受注増加による挽回に注力。

（単位：百万円）
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（単位：百万円）

08/3期 09/3期予想 前期比

設備投資額 11,232 8,490 △ 2,742

減価償却費 4,172 4,790 617

２００９年３月期通期連結予想 設備投資

≪主な投資内容≫■ＣＡＴＶへ戦略的設備投資
Ｉ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ他 ５３億円

■ＣＳ 通信設備 １６億円

ＴＯＫＡＩ関東伝送設備の譲受Ｉ ８億円

08年5月公表数値との変更はございません。

注）前年同期と比較するためリース投資及びその影響は含めておりません。
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実績 増減 見通し 増減

CATV 26 42 +16 56 +30
FTTH ISP直販 117 153 +36 186 +69

計 143 195 +52 242 +99

61 50 △ 11 47 △ 14

141 128 △ 13 114 △ 27

155 172 +17 160 +5

357 350 △ 7 321 △ 36

500 545 +45 563 +63

実績 増減 見通し 増減

323 329 +5 338 +15

（72） （76） （+4） （84） （+12）

09/3　期末件数

09/3　期末件数09/3期
期首件数

CATV－インターネット

通信（ブロードバンド顧客）
09/3期

期首件数
08/9　期末件数

08/9　期末件数

CATV放送

（デジタル多チャンネル）

そ
の
他

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

合計

計

ADSL　ISP直販

ADSL　ホールセール

放送

40

50

60

70

80

90

100

110

07/3月期 07/9月期 08/3月期 08/9月期 09/3月期

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ

ＣＡＴＶ－インターネット

50

100

150

200

250

300

350

07/3月期 07/9月期 08/3月期 08/9月期 09/3月期

ADSL FTTH

２００９年３月期 件数動態予想
（単位：千件）

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ ・ インターネット 期末件数推移

ＩＳＰ直販 ＦＴＴＨ ・ ＡＤＳＬ 期末件数

*単位未満四捨五入

（見通し）

（見通し）

（単位：千件）

0

0

【 期末件数表 】
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中期業績見通し【概算】
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２００７年度～２００９年度 顧客基盤の拡充

ＣＡＴＶ‐ＦＴＴＨ顧客件数 10万件（‘１０年３月期）

ＩＳＰ直販 11万件純増（前回公表比１万件増）

ストックビジネス拡充による顧客基盤の確立

２０１０年度以降高い持続的成長

ＮＧＮを基盤とした次世代サービスを展開

ＣＡＴＶ

ＣＳ

ＳＩＳ

⇒‘１０年３月期 直販合計 33万２千件

（ＦＴＴＨ ＋18万７千件、ＡＤＳＬ ▲７万７千件）

連結中期計画のポイント
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連結業績予想【概算】
業績予想数値は現在入手可能な情報から得られた当社経営者の判断に基づく
概算値であり、環境の変化により変更する可能性があります。

09年3月期（公表値） 10年3月期(概算見通し）08年3月期実績 11年3月期（概算見通し）

３５０億

４０２億

４３４億
４８０億

４３億 ４６億
５０億

４２億 ４２億

４６億

２３億 ２４億
２７億

３６億

５０億

経常利益

営業利益

売上高

当期純利益

（単位：円）

基盤拡充期 成長期

６４億

６９億
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ＣＡＴＶ事業
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ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨサービス

自社保有の事業資源と技術力を統合したビジネスモデル

ユーザ宅

光幹線ネットワークから光アクセス回線までを自社で保有

・固定とモバイルの融合（ＦＭＣ）を目指す。

・高品質かつ多様な次世代サービスを提供可能。

※インターネット接続はベストエフォートサービス ◇FMC=Fixed-Mobile Convergence

・東名阪光ファイバー
・高速ＩＰバックボーン

通信 音声放送

光アクセス回線

同軸ケーブル

放送センター

■ ＣＡＴＶ‐ＦＴＴＨサービス

ＣＡＴＶ
光幹線 超高速インターネット（１００Ｍ）※

光プライマリ電話

デジタル多チャンネル放送

ＣＡＴＶ
放送設備

通信設備
（ＧＥ-ＰＯＮ）
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ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨサービスの推進

07年3月期実績 07年9月期実績 08年3月期実績 08年9月期実績 09年3月期予想

純増件数 4 9 13 16 14
加入顧客件数 4 13 26 42 56

ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ

4

13

26

42

56

0

10

20

30

40

50

60

07年3月期実績 07年9月期実績 08年3月期実績 08年9月期実績 09年3月期予想

（千件）

■ ０６年９月のサービス開始後、半期毎の純増件数は続伸。

■ ０９年３月期の純増目標３０千件に対する、第２四半期時点の進捗率は５３％。

■ ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨサービス 加入顧客件数
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ＣＡＴＶブロードバンドサービスの普及率

42

75
61

50

26

56

47

26%

27%

28%

31%

0

20

40

60

80

100

120

07/3月期
実績

08/3月期
実績

08/9月期
実績

09/3月期
予想

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%
CATVFTTH顧客件数 CATVNET顧客件数 CATV-BB普及率

（千件）

■ ＣＡＴＶブロードバンド普及率は今期３０％を越える。３４万件のＣＡＴＶ放送加入顧客

に対してさらなる普及拡大を進め、１０年３月期にＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ１０万件を達成。

■ ＣＡＴＶブロードバンドサービス 加入顧客件数及び普及率の推移

※CATVブロードバンド普及率 ＝
CATV放送加入顧客件数

CATV-FTTH加入顧客件数＋CATVインターネット加入顧客件数

79
87 92

104
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価格が安いから 36.1％価格が安いから 36.1％

ＣＡＴＶブロードバンドサービスの普及拡大

ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨへの乗換え促進

◇ 100Mbpsの通信速度を提供

◇ 加入電話代替の光プライマリ電話

◇ トリプルプレイのサポートを一元化

◇ 次世代サービスへの対応

乗換え理由乗換え理由 通信速度が速いから 37.9％通信速度が速いから 37.9％ その他（複数回答）その他（複数回答）

■ ブロードバンドの主な乗換え理由は価格と速度

インターネット未利用者新規加入促進

◇ 下り速度３Ｍbps／月額１,９８０円（税込）

ＣＡＴＶインターネットコースを20年11月に新発売。

低価格ニーズに対応していく。

顧客ごとにニーズに合ったサービスの提案を行ない、ブロードバンド普及率の向上を図る。

※出典 ： ㈱インプレスR＆D『インターネット白書2008』

ブロードバンドインターネット市場の 『二極化』 に対応

廉価かつ必要なスペックのサービス 高速で多様な機能を持つサービス
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CATV事業ARPU 07/4月-9月 07/10月-08/3月 08/4月-9月 08/10月-09/3月

3,140円 3,230円 3,380円 3,540円

07年度 08年度

3,000円

3,200円

3,400円

3,600円

07年4～9月実績 07年10月～08年3月実績 08年4月～9月実績 08年10月～09年3月予想

ＣＡＴＶ事業のＡＲＰＵ

■ ＣＡＴＶ‐ＦＴＴＨサービスの普及拡大に伴い、ＣＡＴＶ加入顧客のＡＲＰＵは上昇

※ARPUの定義 ＝

■ ＡＲＰＵ （1契約あたりの月間平均利用料収入） の推移

放送加入総世帯数［再送信のみの加入者を含む］＋インターネット単独加入世帯数

月次利用料売上合計
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ＣＡＴＶネットワークを利用したＣＳＲ活動①

警 察 本 部警 察 本 部

交通情報交通情報災害情報災害情報

■ 静岡県警と社団法人日本ケーブルテレビ連盟静岡県協議会（会長社：当社）が、事件・災害情報等

を発信していく 『地域安全・安心広報ネットワーク』 を結成（08年9月調印）。

ＣＡＴＶネットワークを地域の防犯・防災のために活用していく。

地域安全・安心広報ネットワーク地域安全・安心広報ネットワーク

事件情報事件情報 事故情報事故情報

き
め
細
か
い

地
域
情
報
の
提
供

ネットワーク加盟局ネットワーク加盟局

ＣＡＴＶ局
１４局

ＣＡＴＶ局
１４局

民放ラジオ局

１１局

民放ラジオ局

１１局

情報を映像・文字等で放映情報を映像・文字等で放映

防犯・防災番組の制作防犯・防災番組の制作

地域安全イベントへの協賛地域安全イベントへの協賛

地
域
の
安
全
意
識
向
上
に
貢
献

地
域
住
民
に

身
近
な
情
報
を
配
信
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緊急地震速報システムは、08年6月の

岩手・宮城内陸地震で効果を発揮

緊急地震速報システムは、08年6月の

岩手・宮城内陸地震で効果を発揮

岩手・宮城内陸地震で、東北大が宮城県内の
公立校に試験導入した緊急地震速報の自動放送
システムから警告を受け、同県白石市立白石中
学校にいた生徒約100人全員が、揺れの到達前
に無事避難していたことが、東北大災害制御研究
センターの調査でわかった。

岩手・宮城内陸地震で、東北大が宮城県内の
公立校に試験導入した緊急地震速報の自動放送
システムから警告を受け、同県白石市立白石中
学校にいた生徒約100人全員が、揺れの到達前
に無事避難していたことが、東北大災害制御研究
センターの調査でわかった。

ＣＡＴＶネットワークを利用したＣＳＲ活動②

■ 08年11月より静岡県富士市の公共施設101ヶ所に当社『緊急地震速報システム』を提供。

ＣＡＴＶネットワークを通じて地震速報情報の配信を行う。

小学校

26ヶ所

中学校

16ヶ所

公民館

27ヶ所

幼稚園

11ヶ所

保育園

19ヶ所

高校・
専門学校
2ヶ所

緊急地震

速報システム

『ＣＡＴＶ Ｃａｔｆｉｓｈ』

東海地震発生が想定されるエリアに

おいて、地域防災基盤の強化に貢献

東海地震発生が想定されるエリアに

おいて、地域防災基盤の強化に貢献 気象庁からの地震警報データ

当社センター

※岩手・宮城内陸地震 ： 08年6月14日（土）午前8時43分に発生したマグニチュード7.2の地震。最大震度6強（宮城県栗原市他）。

[ 08年6月21日 読売新聞夕刊より抜粋 ]

緊急地震速報 発生21秒前

生徒100人 無事避難
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ＣＳ事業
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ＩＳＰ事業の展開（家電量販店等との連携強化）

家電量販店及びパソコン専門店

の店舗に常時200人強を配置。

圧倒的な販売力を誇る。

■取次店舗と一体となった獲得施策による信頼関係の構築。

■当社独自の店頭イベントにより来店者数の増加に貢献。

取次店舗との連携強化とお客様への信頼度の向上

■獲得活動による顧客信頼度の強化。

■ブロードバンド顧客獲得に伴う取次店との販売力の連携強化。
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ADSL
14

FTTH
12

実績

ADSL
13

FTTH
15

実績

ADSL
11

FTTH
19

見通し

ＩＳＰ事業の展開（ブロードバンドサービス加入者数）

０８年０９月期 ２８万件
（前期末比 ２万件増加）

０９年０３月期 ３０万件
（前期末比 ４万件増加）

28万件 30万件

■ＦＴＴＨの獲得件数増による加入者件数の大幅な増加

■０８年９月期 （前期末比 ＦＴＴＨ：＋３万件 ＡＤＳＬ：△１万件）

■０９年３月期 （前期末比 ＦＴＴＨ：＋７万件 ＡＤＳＬ：△３万件）

（単位：万件）

08/9期 09/3期08/3期

26万件
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ADSL
185

FTTH
95

実績

ADSL
152

FTTH
179

見通し

ＩＳＰ事業の展開（ブロードバンドサービス課金件数）

課金件数５１万件の増加（前期比）
（０９年／３月期 ３３１万課金）

331万課金

■ＦＴＴＨの大幅な獲得件数増加による収益の拡大
■前期比 ＦＴＴＨ：＋８４万課金 ＡＤＳＬ：△３３万課金

（単位：万課金）

09/3期08/3期

280万課金
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100万会員の
サイトを目指す

気軽な会話を楽しめるミニブログサービス「みなログ」
を開始し、ユーザの度重なるアクセスを実現すること
でページビューに連動した広告収入モデルを目指す。

コンテンツ事業の展開
広告主とタイアップしたコンテンツを提供するサイト「みなくるドリル」および多数のＰＶを生むことで広告収入を

獲得するサイト「みなログ」を開始。

インターネット上の違法・有害情報に対する監視強化を実施し、サイトの会員に対してインターネット上での楽し

み方や危険性についての啓蒙・教育活動を実施していく。

07/3期 08/3期 09/3期
（予）

10/3期
（予）

60万会員

35万会員

14万会員

当社コミュニティサイト

ＩＳＰ向けコンテンツサービス

09/3期のサービス計画について

ミニブログサービス 10月サービス開始

違法・有害情報からの青少年保護のための活動（継続）

インターネット上の違法・有害情報に対して
・「有人監視」
・「ＮＧワードの書込み禁止」
・「投稿ログの保存」
等により運営体制およびシステムを強化し、青少年が
安心して楽しめるコミュニティサイトを目指す。

会員数

ミニブログサービス

アバターを使い、英語や韓国語をゲーム感覚で楽しく
学べる語学学習サイト「みなくるドリル」をリリース。広
告主とのタイアップ広告をメインとした収益化を目指す。

外国語学習サービス 6月サービス開始

語学学習サービス

ＮＥＷ

ＮＥＷ

08/9期

51万会員
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■ トランジット販売量は07/9期より09/3期までの間で１．６倍に増大、今後もさらなる増大を見込む

■ トランジット仕入単価値下げは、ＩＳＰ事業及びﾎｰﾙｾｰﾙ事業・ＣＡＴＶ事業のインターネット収益に大きく貢献

■ 今後も継続して価格競争力のある業者選定、コンペ実施など仕入価格の低減に取り組む

キャリア事業の展開

82

100

116

139

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

07/09期 08/03期 08/09期 09/03期

ト
ラ
ン
ジ

ッ
ト
販
売
量

90

120

150

ト
ラ
ン
ジ

ッ
ト
原
価

トランジット販売量（08/5予想）

トランジット販売量

トランジット原価（08/5予想）

トランジット原価

（百万円）（Gbps）

仕入単価の値下げによる
原価の減少

トランジット販売量の増大

07/4～9月 07/10～08/3月 08/4～9月
08/10～09/3月

見通し
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キャリア事業の展開（当社事業基盤を利用した通信サービスについて）

■ 当社事業インフラ（データ通信、データセンター等）を利用した法人向けサービスの創出

データセンター

お客様拠点 A

ＩＳＰサービス基盤

インターネット回線

専用線

当
社
デ
ー
タ
通
信
イ
ン
フ
ラ

ＩＳＰサービス
インターネット接続

専用線

お客様拠点 B

専用線

お客様拠点 C

アプリケーションサービスの提供

お客様設備の運用/

ハウジングサービスの提供
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キャリア

ISP

キャリア

ISP

0

50

100

150

200

250

300

上期実績 通期見通し

キャリア

ISP

キャリア

ISP

0

50

100

150

200

250

300

上期 通期

ＣＳ事業営業利益 業績予想を大幅に上回る見通し

０８年０９月期 １,３３７百万円 予想比 ２４７百万円増加

1,337百万円1,090百万円

2,480百万円

■０９年０３月期もＦＴＴＨ加入者の大幅な増加とインターネット上位回線の
仕入単価の削減により、営業利益は予想を大幅に上回る見通し

09/3期 予想 09/3期 実績・見通し

通期は予想を

大幅に上伸
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ＳＩＳ事業
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高いファシリティと運用・監視体制を備えた第２データセンターの完成に伴い、コロケーショ
ン、ホスティング、システム運用などのデータセンターサービスや、ASPサービスなどを提供
するとともに、新たに仮想化技術等を利用したサービスを提供

３．ＤＣＳ（データセンタ・ソリューション）事業

１． ＥＡ （エンタープライズ・アプリケーション）事業

２．ＳＩ （システム・インテグレーション）事業

主として大手コンビニエンスストア、テレコム、金融など多種多様な業界の情報システムに
かかわるソフトウェアの受託開発

主として自社開発によるパッケージソリューションに自社ネットワーク、データセンターを
合わせ、企業向け情報サービスをトータル（設計・構築・運用・保守）で提供

ＳＩＳの事業内容



37

ソフトウェア開発

ネットワーク

データセンター

永年の豊富な開発実績
高度な技術者多数

東京・大阪間の情報ボックス
などネットワークを自社保有

２４時間・３６５日体制確立の
自社保有の高信頼性IDC

■
顧
客
に
と
っ
て
最
も
有
益
な
情
報
投
資

■
当
社
に
と
っ
て
安
定
収
益
の
ス
ト
ッ
ク
ビ
ジ
ネ
ス

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
・
ビ
ジ
ネ
ス

基盤ソリューション
基盤技術を核とした
ソリューションを提供

ＡＳＰ
（アプリケーション・サービス）

メールソリューションを中心に
受注が順調に急拡大

顧
客
に
と
っ
て
最
適
な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
案
・
構
築

シ
ス
テ
ム
・
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

情報サービス事業の展開
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ＳＩＳ本部事業部別売上・利益見通し

0

500

1,000

08/9月期 09/3月期

DCS事業部 SI事業部 EA事業部

EA

SI

DCS 0

500

1,000

08/9月期 09/3月期

DCS事業部 SI事業部 EA事業部
EA事業部 SI事業部 DCS事業部

ＥＡ

SI

DCS

EA

DCS

EA

12,000

10,000

5,000

1,000

（単位：百万円）（単位：百万円）売上高 営業利益

08/9月期 09/3月期予想
08/9月期 09/3月期予想

5097
203

500

SI

SI

DCS

■上期の売上高は前年同期を上回ったが、営業利益では減益。
要因はＥＡ事業の利益率の低下、第２データセンターの稼動にともなう償却費
及び営業費用の増加。

下期は、第２データセンターを利用したＳＩ事業におけるアウトソーシング案件の増加と
ＥＡ事業での薬品関連・物流等、開発案件の受注増加により挽回。

5,097
203
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自動車部品製造業者
自動車部品の設計・開発から生産まで一貫して行っている専門メーカー

(国内シェア５０％）

新規アウトソーシング導入事例

当社提供サービス

サーバ統合システムインテグレーションサービスの提供

・仮想化環境

・ネットワークサービス

・データセンターハウジング

・システム運用

情報システム部門の課題

◆基盤システムの整備

◆取引先からのＢＣＰへの対応要求・・・など

※ＢＣＰ（ｂｕｓｉｎｅｓｓ ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ ｐｌａｎ）:災害やトラブルによりビジネスを止めない為の事業継続計画

既存サーバ群を当社データセンターに移設。

仮想化サーバ環境に統合。

・コスト削減

・セキュリティ強化

・ＢＣＰの実現
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08/3月期 08/9月期 09/3月期予想

データセンター事業の提供サービス利用状況

ＯｎｅＯｆｆｉｃｅアカウント数の推移

08/6月期 08/9月期 09/3月期予想

第２データセンター利用ラック数の推移

61ラック

87千件

100千件

千件

１００

７５

１５０

１００

５０

80ラック

１２５

■ＯｎｅＯｆｆｉｃｅ（ＡＳＰサービス）の利用アカウント数は１０万件超（08/9月現在）。
中規模（２００～５００アカウント）企業をターゲットにアカウント数の増加を図る。

■第２データセンターのラック利用数は堅調に増加（08/9月現在）。
アウトソーシングの拡張及び新たなサービスの拡充により利用ラック数の増加を図る。
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データセンター事業におけるサービス展開

ＳａａＳ/ＡＳＰＳａａＳ/ＡＳＰ

データセンター

サービス

データセンター

サービス

自社ネットワーク＋データセンター＋バックアップ基盤をベースにしたサービス

分散ストレージを利用した企業向けオンラインストレージサービス

09/4

09/3 オープンソース対応の運用サービス対応開始

09/4 BroadCenterストレージサービス開始

09/4 BroadCenterリモートバックアップサービス開始

09/4 OneOfficeセキュアーディスクサービス開始

09/3 OneOfficeメールソリューション機能拡充リリース

09/3 レンタルサービスオープンソース対応開始

09/6 仮想化オンディマンドホスティングサービス開始

分散ストレージを利用したストレージサービス

08/7 レンタルサービス開始

08/4 大規模仮想化システム運用開始

08/8 仮想化サーバ統合システムインテグレーション・運用開始

情報漏えい対策の強化、セキュリティーの更なる向上

08/4

データセンターサービスの充実、仮想化サービスの強化、ＳａａＳ/ＡＳＰビジネスの推進

OneOfficeメールソリューション
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データセンター事業における新サービス

当社のリソース（通信インフラ・堅牢なデータセンター・基盤ソリューション・システム運用力・

アプリケーション開発力）を活かした、セキュアーでリーズナブルなリモートバックアップ

サービスを09/4より開始を予定しております。

システム運用システム運用

通信ネットワーク

インターネットサービス(VPN)

通信ネットワーク

インターネットサービス(VPN)

堅牢なデータセンター堅牢なデータセンター

アプリケーション開発アプリケーション開発

バックアップ基盤

ソリューション

バックアップ基盤

ソリューション

BroadCenter

リモートバックアップ

サービス

BroadCenter

リモートバックアップ

サービス

BroadCenter

リモートバックアップ

サービス

BroadCenter

リモートバックアップ

サービス

インターネットVPN

BroadLine

インターネットVPN

BroadLine

大容量のデータが
安価なネットワークで
バックアップ可能
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顧客の満足に加えビジネスのパフォーマンスの向上も

目的としたＩＴサービスマネージメントの国際標準規格
・ 顧客管理 ・ ＳＬＡ管理 注

・ インシデント管理 ・ 構成管理 など

注：ＳＬＡとは、提供するサービスの予想サービスレベルに関する合意書

データセンター事業の品質向上

ＩＳＯ２７００１

情報セキュリティを確保するための仕組みを

構築及び運用するための国際標準規格

◆ 2008年9月認証取得 （ISO9001からISO20000へ移行）

ＩＳＯ２００００

ＦＩＳＣガイドライン

金融機関等コンピュータシステムの安全対策基準

◆ 2008年10月認証継続

◆ 2009年3月ISO27001管理策との統合による準拠性審査予定

ＩＴサービス
マネジメント

情報
セキュリティ
マネジメント
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データセンター事業 関連用語（ご参考）

SaaS/ASPサービス

バックアップサービス

ソフトウエアのソースコードで、著作権者がインターネットなどを通じて公開
しているもの

ユーザーの要求があった時に必要な機能（メールサーバー、Webサーバー、
ファイルサーバーなど各種サーバー）だけ提供し運用管理を行うサービス

損傷や紛失に備えて、プログラムやデータを別の記録メディアやディスク
装置、磁気テープ記憶装置などに保存するサービス

セキュアディスクサービス
セキュリティ機能を強化し、外部からの不正侵入を防ぐことよりも、不正侵
入があってもその悪影響を抑えるディスクサービス

ストレージサービス
インターネットに接続されているサーバー上のディスクスペース（データ保
存用のスペース）を、ファイル保管用に提供するサービス

オンディマンド
ホスティングサービス

オープンソース

レンタルサービス

仮想化サービス

保有しているサーバー等の機器をユーザー企業に対して、専用に貸し出
す形態のサービス

ソフトウエア販売の新しい形であり、ソフトウエア機能をインターネットを通
じて『サービス』として提供するサービス

運用効率を高める技術“仮想化技術”を利用し、ストレージやネットワーク
等のＩＴインフラ基盤を提供するサービス
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株主還元
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当社の配当政策は、株主の皆様に対する

利益還元を経営の重要課題のひとつとして

認識しております。また、平成１９年度に作成

しました中期経営ビジョンにつきましても順

調に推移し、今後の業容拡大の基盤も整い

ました。

当事業年度におきましては、トー

カイ･コムとの合併３周年を記念とし

た配当を１株につき１円実施いたしま

す。

それにより、1株につき

普通配当２５円・記念配当１円 計２６円

（中間配当１２．５円含む）

を予定しております。

株主還元①

配当金の推移
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*05/10月にﾄｰｶｲ･ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞと合併
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株主還元②

自己株式の取得
株主還元をより充実させるとともに資本効率向上を目指した経営を実践する事を目的

〔発行済株式総数 40,131,350株（2008年９月末現在）〕

市場買付２０６百万円３４４，７００株普通株式
２００８年７月１日

～９月２６日

市場買付
１，０００百万円

（上限）

1，０００，０００株

（上限）
普通株式

２００８年１１月６日
～２００９年２月４日

市場買付７２百万円１３６，１００株普通株式
２００８年５月１２日

～６月２０日

取得方法取得総額株式数株式の種類期間
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本資料に記載されている将来に関するすべての記述は、当社グループが現在入手してい

る情報に基づく現時点における予測、想定、期待、評価等を基礎として記載しているに過

ぎません。また、予想数値の算定には仮定または仮定に基づく根拠が含まれており、客観

的には不正解であったり将来実現しない可能性があります。

その原因となる潜在的リスクや不確定要因としては

「平成２０年３月期 決算短信」の「事業等のリスク」にありますので、ご参照ください。但し、

業績に影響を与える要因は「事業等のリスク」に記載されている事項に限られるものでは

ないことをご留意願います。

また、本資料・記載データの無断転用はご遠慮下さい。


